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白岡市手数料条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

新 旧 

第１条 白岡市手数料条例の一部改正 

別表（第２条関係） 

手数料を徴収する事務 手数料の金額 

⑴～(58) 略 略 

(59) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第３４条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能向上計画の 

 認定の申請（次号に 

 規定する審査を除く 

 。） 

 次に掲げる額を合 

算して得た金額 

ア 建築物のエネル 

 ギー消費性能の向 

 上に関する法律第 

 ３５条第１項各号 

 に掲げる基準に適 

 合していることを 

 示す書類があるも 

 の 

 （ア） 略 

 （イ） 住宅用途を含 

  む建築物の住宅 

  部分 

  ａ 床面積（建 

   築物エネルギ 

   ー消費性能基 

   準等を定める 

   省令第１３条 

   第３項第２号 

   の規定により 

   誘導設計一次 

   エネルギー消 

   費量を算出し 

   た建築物につ 

   いては、共用 

   部分の床面積 

   を除く。ｂ及 

   びイ（イ）におい 

   て同じ。）の 

   合計が３００ 

   平方メートル 

   未満のものは 

第１条 白岡市手数料条例の一部改正 

別表（第２条関係） 

手数料を徴収する事務 手数料の金額 

⑴～(58) 略 略 

(59) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第３４条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能向上計画の 

 認定の申請（次号に 

 規定する審査を除く 

 。） 

 次に掲げる額を合 

算して得た金額 

ア 建築物のエネル 

 ギー消費性能の向 

 上に関する法律第 

 ３５条第１項各号 

 に掲げる基準に適 

 合していることを 

 示す書類があるも 

 の 

 （ア） 略 

 （イ） 住宅用途を含 

  む建築物の住宅 

  部分 

  ａ 床面積（建 

   築物エネルギ 

   ー消費性能基 

   準等を定める 

   省令第４条第 

   ３項第２号の 

   規定により設 

   計一次エネル 

   ギー消費量を 

   算出した建築 

   物については 

   、共用部分の 

   床面積を除く 

   。ｂ、イ（イ）並 

   びに第６３号 

   ア（イ）、イ（イ）及 

   びウ（イ）におい 

   て同じ。）の 

   合計が３００ 
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   、１件につき 

   １１，０００ 

   円 

 

 

ｂ 略 

（ウ） 略 

イ～オ 略 

(60)～(62) 略 略 

(63) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第４１条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能に係る認定 

 の申請 

 次に掲げる額を合 

算して得た金額 

ア 建築物のエネル 

 ギー消費性能の向 

 上に関する法律第 

 ２条第３号に掲げ 

 る基準に適合して 

 いることを示す書 

 類があるもの 

 （ア） 略 

 （イ） 住宅用途を含 

  む建築物の住宅 

  部分 

  ａ 床面積（建 

   築物エネルギ 

   ー消費性能基 

   準等を定める 

   省令第４条第 

   ３項第２号の 

   規定により設 

   計一次エネル 

   ギー消費量を 

   算出した建築 

   物については 

   、共用部分の 

   床面積を除く 

   。ｂ、イ（イ）及 

   びウ（イ）におい 

   て同じ。）の 

   合計が３００ 

   平方メートル 

   未満のものは 

   平方メートル 

   未満のものは 

   、１件につき  

   １１，０００ 

   円 

ｂ 略 

（ウ） 略 

イ～オ 略 

(60)～(62) 略 略 

(63) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第４１条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能に係る認定 

 の申請 

 次に掲げる額を合 

算して得た金額 

ア 建築物のエネル 

 ギー消費性能の向 

 上に関する法律第 

 ２条第３号に掲げ 

 る基準に適合して 

 いることを示す書 

 類があるもの 

 （ア） 略 

 （イ） 住宅用途を含 

  む建築物の住宅 

  部分 

  ａ 床面積の合 

   計が３００平 

   方メートル未 

   満のものは、 

   １件につき  

   １１，０００ 

   円 
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   、１件につき 

    １１，００ 

０円 

  ｂ 略 

 （ウ） 略 

イ～オ 略 

(64)～(82) 略 略 

備考 

１～７ 略 

 

第２条 白岡市手数料条例の一部改正 

 第５条 略 

 ２ 略 

 ３ 市長は、身体障害者補助犬法（平成１４年法 

  律第４９号）第２条第１項に規定する身体障害 

  者補助犬の使用者からの請求に係る別表第１３ 

  号から第１６号までに定める手数料を免除する 

  ことができる。 

 別表（第２条関係） 

手数料を徴収する事務 手数料の金額 

⑴ 戸籍法（昭和２２ 

 年法律第２２４号） 

 第１０条第１項、第 

 １０条の２第１項か 

 ら第５項まで若しく 

 は第１２６条の規定 

 に基づく戸籍の謄本 

 若しくは抄本の交付 

 又は同法第１２０条 

 第１項、第１２０条 

 の２第１項若しくは 

 第１２６条の規定に 

 基づく戸籍証明書の 

 交付 

  

                

 

略 

⑵ 略 略 

⑶ 戸籍法第１２０条 

 の３第２項の規定に 
 

戸籍電子証明書提供 

用識別符号１件につ 

 

 

 

  ｂ 略 

 （ウ） 略 

イ～オ 略 

(64)～(82) 略 略 

備考 

１～７ 略 

 

第２条 白岡市手数料条例の一部改正 

 第５条 略 

 ２ 略 

 ３ 市長は、身体障害者補助犬法（平成１４年法 

  律第４９号）第２条第１項に規定する身体障害 

  者補助犬の使用者からの請求に係る別表第１１ 

  号から第１４号までに定める手数料を免除する 

  ことができる。 

 別表（第２条関係） 

手数料を徴収する事務 手数料の金額 

⑴ 戸籍法（昭和２２ 

 年法律第２２４号） 

 第１０条第１項、第 

 １０条の２第１項か 

 ら第５項まで若しく 

 は第１２６条の規定 

 に基づく戸籍の謄本 

 若しくは抄本の交付 

 又は同法第１２０条 

 第１項若しくは第１ 

 ２６条の規定に基づ 

 く磁気ディスクをも 

 って調製された戸籍 

 に調製された戸籍に 

 記録されている事項 

 の全部若しくは一部 

 を証明した書面の交 

 付 

略 

⑵ 略 略 

⑶ 戸籍法第１２条の 

 ２において準用する 
 

１通につき ７５０ 

円 
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 基づく戸籍電子証明 

 書提供用識別符号の 

 発行（情報通信技術 

 を活用した行政の推 

 進等に関する法律（ 

 平成１４年法律第１ 

 ５１号）第７条第１ 

 項の規定により同法 

 第６条第１項に規定 

 する電子情報処理組 

 織を使用する方法（ 

 総務省令で定めるも 

 のに限る。以下この 

 項において同じ。） 

 により戸籍電子証明 

 書提供用識別符号の 

 発行を行う場合（当 

 該発行に係る戸籍電 

 子証明書の請求が同 

 条第１項の規定によ 

 り同項に規定する電 

 子情報処理組織を使 

 用する方法により行 

 われた場合に限る。 

 ）における当該発行 

 及び戸籍電子証明書 

 提供用識別符号の発 

 行に係る戸籍電子証 

 明書の請求を行う者 

 が同時に当該戸籍電 

 子証明書が証明する 

 事項と同一の事項を 

 証明する戸籍の謄本 

 若しくは抄本又は戸 

 籍証明書の請求を行 

 う場合における当該 

 発行を除く。） 
 

き ４００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 戸籍法第１２条の 

 ２において準用する 

 同法第１０条第１項 

 若しくは第１０条の 
 

１通につき ７５０ 

円 

 同法第１０条第１項 

 若しくは第１０条の 

 ２第１項から第５項 

 までの規定若しくは 

 同法第１２６条の規 

 定に基づく除かれた 

 戸籍の謄本若しくは 

 抄本の交付又は同法 

 第１２０条第１項若 

 しくは第１２６条の 

 規定に基づく磁気デ 

 ィスクをもって調製 

 された除かれた戸籍 

 に記録されている事 

 項の全部若しくは一 

 部を証明した書面の 

 交付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                

 
 

⑷ 戸籍法第１２条の 

 ２において準用する 

 同法第１０条第１項 

 若しくは第１０条の 
 

証明事項１件につき 

 ４５０円 
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 ２第１項から第５項 

 までの規定若しくは 

 同法第１２６条の規 

 定に基づく除かれた 

 戸籍の謄本若しくは 

 抄本の交付又は同法 

 第１２０条第１項、 

 第１２０条の２第１ 

 項若しくは第１２６ 

 条の規定に基づく除 

 籍証明書の交付 
 

⑸ 戸籍法第１２条の 

 ２において準用する 

 同法第１０条第１項 

 若しくは第１０条の 

 ２第１項から第５項 

 までの規定又は同法 

 第１２６条の規定に 

 基づく除かれた戸籍 

 に記載した事項に関 

 する証明書の交付 

 

 

 
                 

証明事項１件につき 

 ４５０円 

⑹ 戸籍法第１２０条 

 の３第２項の規定に 

 基づく除籍電子証明 

 書提供用識別符号の 

 発行（情報通信技術 

 を活用した行政の推 

 進等に関する法律第 

 ７条第１項の規定に 

 より同法第６条第１ 

 項に規定する電子情 

 報処理組織を使用す 

 る方法により除籍電 

 子証明書提供用識別 

 符号の発行を行う場 

除籍電子証明書提供 

用識別符号１件につ 

き ７００円 

 ２第１項から第５項 

 までの規定又は同法 

 第１２６条の規定に 

 基づく除かれた戸籍 

 に記載した事項に関 

 する証明書の交付 

       

 

                               

⑸ 戸籍法第４８条第 

 １項（同法第１１７ 

 条において準用する 

 場合を含む。）の規 

 定に基づく届出若し 

 くは申請の受理の証 

 明書の交付又は同法 

 第４８条第２項（同 

 法第１１７条におい 

 て準用する場合を含 

 む。）若しくは第１ 

 ２６条の規定に基づ 

 く届書その他市長の 

 受理した書類に記載 

 した事項の証明書の 

 交付 

１通につき ３５０ 

円（婚姻、離婚、養 

子縁組、養子離縁又 

は認知の届出の受理 

について、請求によ 

り法務省令で定める 

様式による上質紙を 

用いる場合にあって 

は、１通につき１， 

４００円） 

⑹ 戸籍法第４８条第 

 ２項（同法第１１７ 

 条において準用する 

 場合を含む。）の規 

 定に基づく届書その 

 他市長の受理した書 

 類を閲覧に供する事 

 務 

 

 

 

 

 

 

書類１件につき ３ 

５０円 
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 合（当該発行に係る 

 除籍電子証明書の請 

 求が同項の規定によ 

 り同項に規定する電 

 子情報処理組織を使 

 用する方法により行 

 われた場合に限る。 

 ）における当該発行 

 及び除籍電子証明書 

 提供用識別符号の発 

 行に係る除籍電子証 

 明書の請求を行う者 

 が同時に当該除籍電 

 子証明書が証明する 

 事項と同一の事項を 

 証明する除かれた戸 

 籍の謄本若しくは抄 

 本又は除籍証明書の 

 請求を行う場合にお 

 ける当該発行を除く 

 。） 

⑺ 戸籍法第４８条第 

 １項（同法第１１７ 

 条において準用する 

 場合を含む。）の規 

 定に基づく届出若し 

 くは申請の受理の証 

 明書の交付、同法第 

 ４８条第２項（同法 

 第１１７条において 

 準用する場合を含む 

 。）若しくは第１２ 

 ６条の規定に基づく 

 届書その他市長の受 

 理した書類に記載し 

 た事項の証明書の交 

 付又は同法第１２０ 

 条の６第１項の規定 

 に基づく届書等情報 

 の内容の証明書の交 

 付 

１通につき ３５０ 

円（婚姻、離婚、養 

子縁組、養子離縁又 

は認知の届出の受理 

について、請求によ 

り法務省令で定める 

様式による上質紙を 

用いる場合にあって 

は、１通につき１， 

４００円） 
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⑻ 戸籍法第４８条第 

 ２項（同法第１１７ 

 条において準用する 

 場合を含む。）の規 

 定に基づく届書その 

 他市長の受理した書 

 類を閲覧に供する事 

 務又は同法第１２０ 

 条の６第１項の規定 

 に基づく届書等情報 

 の内容を表示したも 

 のを閲覧に供する事 

 務 

書類又は届書等情報 

の内容を表示したも 

の１件につき ３５ 

０円 

⑼ 略 略 

⑽ 略 略 

⑾ 略 略 

⑿ 略 略 

⒀ 略 略 

⒁ 略 略 

⒂ 略 略 

⒃ 略 略 

⒄ 略 略 

⒅ 略 略 

⒆ 略 略 

⒇ 略 略 

(21) 略 略 

(22) 略 略 

(23) 略 略 

(24) 略 略 

(25) 略 略 

(26) 略 略 

(27) 略 略 

(28) 略 略 

(29) 略 略 

(30) 略 略 

(31) 略 略 

(32) 略 略 

(33) 略 略 

(34) 略 略 

(35) 略 
 

略 

 

 

 

 
         

 

 

                                                   

 

 

 

⑺ 略 略 

⑻ 略 略 

⑼ 略 略 

⑽ 略 略 

⑾ 略 略 

⑿ 略 略 

⒀ 略 略 

⒁ 略 略 

⒂ 略 略 

⒃ 略 略 

⒄ 略 略 

⒅ 略 略 

⒆ 略 略 

⒇ 略 略 

(21) 略 略 

(22) 略 略 

(23) 略 略 

(24) 略 略 

(25) 略 略 

(26) 略 略 

(27) 略 略 

(28) 略 略 

(29) 略 略 

(30) 略 略 

(31) 略 略 

(32) 略 略 

(33) 略 
 

略 
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(36) 略 略 

(37) 略 略 

(38) 略 略 

(39) 略 略 

(40) 略 略 

(41) 略 略 

(42) 略 略 

(43) 略 略 

(44) 略 略 

(45) 略 略 

(46) 略 略 

(47) 略 略 

(48) 略 略 

(49) 略 略 

(50) 長期優良住宅の普 

 及の促進に関する法 

 律第５条第１項から 

 第５項までの規定に 

 基づく長期優良住宅 

 建築等計画の認定の 

 申請（同法第６条第 

 ２項の規定による申 

 出がある場合に限る 

 。) 

前号の額に、第３０ 

号に定める額を加算 

し、構造計算適合性 

判定を要する場合は 

、一の建築物ごとに 

次のア又はイに定め 

る額を更に加算して 

得た額 

ア イ以外のもの  

 １７４，６００円 

イ 構造計算が大臣 

 認定プログラムに 

 より行われるもの 

 １２０,７００円 

(51) 長期優良住宅の普 

 及の促進に関する法 

 律第８条第１項の規 

 定に基づく長期優良 

 住宅建築等計画又は 

 長期優良住宅維持保 

 全計画の変更の認定 

 の申請（次号に規定 

 する審査を除く。) 

１件につき 第４９ 

号ア（ア）及び（イ）並びに 

イ（ア）及び（イ）に掲げる 

住宅の区分に応じ、 

それぞれ当該手数料 

の額に２分の１を乗 

じて得た額 

(52) 長期優良住宅の普 

 及の促進に関する法 

 律第８条第１項の規 

 定に基づく長期優良 
 

１件につき、第３０ 

号の額に、前号の額 

を加算し、構造計算 

適合性判定を要する 

(34) 略 略 

(35) 略 略 

(36) 略 略 

(37) 略 略 

(38) 略 略 

(39) 略 略 

(40) 略 略 

(41) 略 略 

(42) 略 略 

(43) 略 略 

(44) 略 略 

(45) 略 略 

(46) 略 略 

(47) 略 略 

(48) 長期優良住宅の普 

 及の促進に関する法 

 律第５条第１項から 

 第５項までの規定に 

 基づく長期優良住宅 

 建築等計画の認定の 

 申請（同法第６条第 

 ２項の規定による申 

 出がある場合に限る 

 。) 

前号の額に、第２８ 

号に定める額を加算 

し、構造計算適合性 

判定を要する場合は 

、一の建築物ごとに 

次のア又はイに定め 

る額を更に加算して 

得た額 

ア イ以外のもの  

 １７４，６００円 

イ 構造計算が大臣 

 認定プログラムに 

 より行われるもの 

 １２０，７００円 

(49) 長期優良住宅の普 

 及の促進に関する法 

 律第８条第１項の規 

 定に基づく長期優良 

 住宅建築等計画又は 

 長期優良住宅維持保 

 全計画の変更の認定 

 の申請（次号に規定 

 する審査を除く。) 

１件につき 第４７ 

号ア（ア）及び（イ）並びに 

イ（ア）及び（イ）に掲げる 

住宅の区分に応じ、 

それぞれ当該手数料 

の額に２分の１を乗 

じて得た額 

(50) 長期優良住宅の普 

 及の促進に関する法 

 律第８条第１項の規 

 定に基づく長期優良 
 

１件につき、第２８ 

号の額に、前号の額 

を加算し、構造計算 

適合性判定を要する 
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 住宅建築等計画の変 

 更の認定の申請（同 

 条第２項において準 

 用する同法第６条第 

 ２項の規定による申 

 出がある場合に限る 

 。) 

場合は、一の建築物 

ごとに第５０号ア又 

はイに定める額を更 

に加算して得た額 

(53) 略 略 

(54) 略 略 

(55) 略 略 

(56) 都市の低炭素化の 

 促進に関する法律第 

 ５３条第１項の規定 

 に基づく低炭素建築 

 物新築等計画の認定 

 の申請（同法第５４ 

 条第２項の規定によ 

 る申出がある場合に 

 限る。） 

前号の額に、第３０ 

号に定める額を加算 

し、構造計算適合性 

判定を要する場合は 

、一の建築物ごとに 

次のア又はイに定め 

る額を更に加算して 

得た額 

ア イ以外のもの  

 １７４，６００円 

イ 構造計算が大臣 

 認定プログラムに 

 より行われるもの 

  １２０，７００ 

 円 

(57) 都市の低炭素化の 

 促進に関する法律第 

 ５５条第１項の規定 

 に基づく低炭素建築 

 物新築等計画の変更 

 の認定の申請（次号 

 に規定する審査を除 

 く。) 

１件につき 変更部 

分の区分に応じ、第 

５５号に掲げる額を 

合算して、当該手数 

料の額に２分の１を 

乗じて得た額 

(58) 都市の低炭素化の 

 促進に関する法律第 

 ５３条第１項の規定 

 に基づく低炭素建築 

 物新築等計画の認定 

 の申請（同法第５４ 

 条第２項の規定によ 

 る申出がある場合に 

１件につき 第３０ 

号の額に、前号の額 

を加算し、構造計算 

適合性判定を要する 

場合は、一の建築物 

ごとに第５６号ア又 

はイに定める額を更 

に加算して得た額 

 

 住宅建築等計画の変 

 更の認定の申請（同 

 条第２項において準 

 用する同法第６条第 

 ２項の規定による申 

 出がある場合に限る 

 。) 

場合は、一の建築物 

ごとに第４８号ア又 

はイに定める額を更 

に加算して得た額 

(51) 略 略 

(52) 略 略 

(53) 略 略 

(54) 都市の低炭素化の 

 促進に関する法律第 

 ５３条第１項の規定 

 に基づく低炭素建築 

 物新築等計画の認定 

 の申請（同法第５４ 

 条第２項の規定によ 

 る申出がある場合に 

 限る。） 

前号の額に、第２８ 

号に定める額を加算 

し、構造計算適合性 

判定を要する場合は 

、一の建築物ごとに 

次のア又はイに定め 

る額を更に加算して 

得た額 

ア イ以外のもの  

 １７４，６００円 

イ 構造計算が大臣 

 認定プログラムに 

 より行われるもの 

  １２０，７００ 

 円 

(55) 都市の低炭素化の 

 促進に関する法律第 

 ５５条第１項の規定 

 に基づく低炭素建築 

 物新築等計画の変更 

 の認定の申請（次号 

 に規定する審査を除 

 く。) 

１件につき 変更部 

分の区分に応じ、第 

５３号に掲げる額を 

合算して、当該手数 

料の額に２分の１を 

乗じて得た額 

(56) 都市の低炭素化の 

 促進に関する法律第 

 ５３条第１項の規定 

 に基づく低炭素建築 

 物新築等計画の認定 

 の申請（同法第５４ 

 条第２項の規定によ 

 る申出がある場合に 
 

１件につき 第２８ 

号の額に、前号の額 

を加算し、構造計算 

適合性判定を要する 

場合は、一の建築物 

ごとに第５４号ア又 

はイに定める額を更 

に加算して得た額 
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 限る。) 

(59) 略 略 

(60) 略 略 

(61) 略 略 

(62) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第３４条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能向上計画の 

 認定の申請（同法第 

 ３５条第２項の規定 

 による申出を伴う申 

 請に限る。) 

前号の額に、第３０ 

号に定める額を加算 

し、構造計算適合性 

判定を要する場合は 

、一の建築物ごとに 

次のア又はイに定め 

る額を更に加算して 

得た額 

ア イ以外のものは 

 、１件につき １ 

 ７４，６００円 

イ 構造計算が大臣 

 認定プログラムに 

 より行われるもの 

 は、１件につき  

 １２０，７００円 

(63) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第３６条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能向上計画の 

 変更の認定の申請（ 

 次号に規定する審査 

 を除く。) 

１件につき、変更部 

分の区分に応じ、第 

６１号に掲げる額を 

合算して、当該手数 

料の額に２分の１を 

乗じて得た額 

(64) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第３６条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能向上計画の 

 変更の認定の申請（ 

 同条第２項において 

 準用する同法第３５ 

 条第２項の規定によ 

 る申出を伴う申請に 

 限る。) 

１件につき、第３０ 

号に定める額に、前 

号の額を加算し、構 

造計算適合性判定を 

要する場合は、一の 

建築物ごとに第６２ 

号ア又はイに定める 

額を更に加算して得 

た額 

 限る。) 

(57) 略 略 

(58) 略 略 

(59) 略 略 

(60) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第３４条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能向上計画の 

 認定の申請（同法第 

 ３５条第２項の規定 

 による申出を伴う申 

 請に限る。) 

前号の額に、第２８ 

号に定める額を加算 

し、構造計算適合性 

判定を要する場合は 

、一の建築物ごとに 

次のア又はイに定め 

る額を更に加算して 

得た額 

ア イ以外のものは 

 、１件につき １ 

 ７４，６００円 

イ 構造計算が大臣 

 認定プログラムに 

 より行われるもの 

 は、１件につき  

 １２０，７００円 

(61) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第３６条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能向上計画の 

 変更の認定の申請（ 

 次号に規定する審査 

 を除く。) 

１件につき、変更部 

分の区分に応じ、第 

５９号に掲げる額を 

合算して、当該手数 

料の額に２分の１を 

乗じて得た額 

(62) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第３６条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能向上計画の 

 変更の認定の申請（ 

 同条第２項において 

 準用する同法第３５ 

 条第２項の規定によ 

 る申出を伴う申請に 

 限る。) 

１件につき、第２８ 

号に定める額に、前 

号の額を加算し、構 

造計算適合性判定を 

要する場合は、一の 

建築物ごとに第６０ 

号のア又はイに定め 

る額を更に加算して 

得た額 
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(65) 略 略 

(66) 略 略 

(67) 略 略 

(68) 略 略 

(69) 略 略 

(70) 略 略 

(71) 略 略 

(72) 略 略 

(73) 略 略 

(74) 略 略 

(75) 略 略 

(76) 略 略 

(77) 略 略 

(78) 略 略 

(79) 略 略 

(80) 略 略 

(81) 略 略 

(82) 略 略 

(83) 略 略 

(84) 略 略 

  備考  

   １ 第１０号及び第１１号に規定する１件は 

    、紙１枚をもって１件とし、１枚増すごと 

    ２０円を加算する。 

   ２～７ 略 

 

第３条 白岡市手数料条例の一部改正 

 別表（第２条関係） 

手数料を徴収する事務 手数料の金額 

(55) 都市の低炭素化の 

 促進に関する法律（ 

 平成２４年法律第８ 

 ４号）第５３条第１ 

 項の規定に基づく低 

 炭素建築物新築等計 

 画の認定の申請（次 

 号に規定する審査を 

 除く。） 

 次に掲げる額を合 

算した額 

ア 低炭素建築物新 

 築等計画が都市の 

 低炭素化の促進に 

 関する法律第５４ 

 条第１項各号に掲 

 げる基準に適合し 

 ていることを示す 

 書類（住宅の品質 

 確保の促進等に関 

(63) 略 略 

(64) 略 略 

(65) 略 略 

(66) 略 略 

(67) 略 略 

(68) 略 略 

(69) 略 略 

(70) 略 略 

(71) 略 略 

(72) 略 略 

(73) 略 略 

(74) 略 略 

(75) 略 略 

(76) 略 略 

(77) 略 略 

(78) 略 略 

(79) 略 略 

(80) 略 略 

(81) 略 略 

(82) 略 略 

  備考  

   １ 第８号及び第９号までに規定する１件は 

    、紙１枚をもって１件とし、１枚増すごと 

    に２０円を加算する。 

   ２～７ 略 

 

第３条 白岡市手数料条例の一部改正 

 別表（第２条関係） 

手数料を徴収する事務 手数料の金額 

(55) 都市の低炭素化の 

 促進に関する法律（ 

 平成２４年法律第８ 

 ４号）第５３条第１ 

 項の規定に基づく低 

 炭素建築物新築等計 

 画の認定の申請（次 

 号に規定する審査を 

 除く。） 

 次に掲げる額を合 

算した額 

ア 低炭素建築物新 

 築等計画が都市の 

 低炭素化の促進に 

 関する法律第５４ 

 条第１項各号に掲 

 げる基準に適合し 

 ていることを示す 

 書類（住宅の品質 

 確保の促進等に関 
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 する法律第５条第 

 １項の登録住宅性 

 能評価機関が作成 

 したもの、同法第 

 ６条第１項の設計 

 住宅性能評価書（ 

 都市の低炭素化の 

 促進に関する法律 

 第５４条第１項第 

 １号に基づく基準 

 に適合した等級の 

 評価を受けたもの 

 に限る。）の写し 

 又は建築物のエネ 

 ルギー消費性能の 

 向上等に関する法 

 律（平成２７年法 

 律第５３号）第１ 

 ５条第１項の登録 

 建築物エネルギー 

 消費性能判定機関 

 が作成したものに 

 限る。）があるも 

 の 

 （ア）～（ウ） 略 

イ～オ 略 

(56)～(58) 略 略 

(59) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上等 

 に関する法律第１２ 

 条第１項又は第１３ 

 条第２項の規定に基 

 づく建築物エネルギ 

 ー消費性能適合性判 

 定の申請略 

ア 建築物のエネル 

 ギー消費性能の向 

 上等に関する法律 

 第３４条第３項に 

 規定する他の建築 

 物について、当該 

 建築物が記載され 

 た同条第１項に規 

 定する建築物エネ 

 ルギー消費性能向 

 上計画が同法第３ 

 ５条第１項の認定 

 又は同法第３６条 

 第１項の変更の認 

 する法律第５条第 

 １項の登録住宅性 

 能評価機関が作成 

 したもの、同法第 

 ６条第１項の設計 

 住宅性能評価書（ 

 都市の低炭素化の 

 促進に関する法律 

 第５４条第１項第 

 １号に基づく基準 

 に適合した等級の 

 評価を受けたもの 

 に限る。）の写し 

 又は建築物のエネ 

 ルギー消費性能の 

 向上に関する法律 

 （平成２７年法律 

 第５３号）第１５ 

 条第１項の登録建 

 築物エネルギー消 

 費性能判定機関が 

 作成したものに限 

 る。）があるもの 

 （ア）～（ウ） 略 

イ～オ 略 

 

(56)～(58) 略 略 

(59) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第１２条 

 第１項又は第１３条 

 第２項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能適合性判定 

 の申請略 

ア 建築物のエネル 

 ギー消費性能の向 

 上に関する法律第 

 ３４条第３項に規 

 定する他の建築物 

 について、当該建 

 築物が記載された 

 同条第１項に規定 

 する建築物エネル 

 ギー消費性能向上 

 計画が同法第３５ 

 条第１項の認定又 

 は同法第３６条第 

 １項の変更の認定 
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 定を受けたことを 

 示す書類が提出さ 

 れた場合 

 （ア）・（イ） 略 

イ・ウ 略 

(60) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上等 

 に関する法律第１２ 

 条第２項又は同法第 

 １３条第３項の規定 

 に基づく建築物エネ 

 ルギー消費性能適合 

 性判定の変更の申請 

略 

(61) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上等 

 に関する法律第３４ 

 条第１項の規定に基 

 づく建築物エネルギ 

 ー消費性能向上計画 

 の認定の申請（次号 

 に規定する審査を除 

 く。） 

 次に掲げる額を合

算して得た金額 

ア 建築物のエネル 

 ギー消費性能の向 

 上等に関する法律 

 第３５条第１項各 

 号に掲げる基準に 

 適合していること 

 を示す書類がある 

 もの 

 （ア）～（ウ） 略 

イ～オ 略 

(62) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上等 

 に関する法律第３４ 

 条第１項の規定に基 

 づく建築物エネルギ 

 ー消費性能向上計画 

 の認定の申請（同法 

 第３５条第２項の規 

 定による申出を伴う 

 申請に限る。） 

略 

(63)  建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上等 

 に関する法律第３６ 

 条第１項の規定に基 

 づく建築物エネルギ 

 ー消費性能向上計画 

略 

 を受けたことを示 

 す書類が提出され 

 た場合 

 （ア）・（イ） 略 

イ・ウ 略 

(60) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第１２条 

 第２項又は同法第１ 

 ３条第３項の規定に 

 基づく建築物エネル 

 ギー消費性能適合性 

 判定の変更の申請 

略 

(61) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第３４条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能向上計画の 

 認定の申請（次号に 

 規定する審査を除く 

 。） 

 次に掲げる額を合 

算して得た金額 

ア 建築物のエネル 

 ギー消費性能の向 

 上に関する法律第 

 ３５条第１項各号 

 に掲げる基準に適 

 合していることを 

 示す書類があるも 

 の 

 （ア）～（ウ） 略 

イ～オ 略 

(62) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第３４条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能向上計画の 

 認定の申請（同法第 

 ３５条第２項の規定 

 による申出を伴う申 

 請に限る。） 

略 

(63) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第３６条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能向上計画の 

略 
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 の変更の認定の申請 

 （次号に規定する審 

 査を除く。） 

(64) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上等 

 に関する法律第３６ 

 条第１項の規定に基 

 づく建築物エネルギ 

 ー消費性能向上計画 

 の変更の認定の申請 

 （同条第２項におい 

 て準用する同法第３ 

 ５条第２項の規定に 

 よる申出を伴う申請 

 に限る。） 

略 

(65) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上等 

 に関する法律第４１ 

 条第１項の規定に基 

 づく建築物エネルギ 

 ー消費性能に係る認 

 定の申請 

 次に掲げる額を合 

算して得た金額 

ア 建築物のエネル 

 ギー消費性能の向 

 上等に関する法律 

 第２条第３号に掲 

 げる基準に適合し 

 ていることを示す 

 書類があるもの 

 （ア）～（ウ） 略 

イ～オ 略 

(66) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上等 

 に関する法律施行規 

 則（平成２８年国土 

 交通省令第５号）第 

 １１条の規定に基づ 

 く軽微な変更に該当 

 していることを証す 

 る書面の交付の申請 

ア 建築物のエネル 

 ギー消費性能の向 

 上等に関する法律 

 第３４条第３項に 

 規定する他の建築 

 物について、当該 

 建築物が記載され 

 た同条第１項に規 

 定する建築物エネ 

 ルギー消費性能向 

 上計画が同法第３ 

 ５条第１項の認定 

 又は同法第３６条 

 第１項の変更の認 

 定を受けたことを 

 変更の認定の申請（ 

 次号に規定する審査 

 を除く。） 

(64) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第３６条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能向上計画の 

 変更の認定の申請（ 

 同条第２項において 

 準用する同法第３５ 

 条第２項の規定によ 

 る申出を伴う申請に 

 限る。） 

略 

(65) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律第４１条 

 第１項の規定に基づ 

 く建築物エネルギー 

 消費性能に係る認定 

 の申請 

 次に掲げる額を合 

算して得た金額 

ア 建築物のエネル 

 ギー消費性能の向 

 上に関する法律第 

 ２条第３号に掲げ 

 る基準に適合して 

 いることを示す書 

 類があるもの 

 （ア）～（ウ） 略 

イ～オ 略 

(66) 建築物のエネルギ 

 ー消費性能の向上に 

 関する法律施行規則 

 （平成２８年国土交 

 通省令第５号）第１ 

 １条の規定に基づく 

 軽微な変更に該当し 

 ていることを証する 

 書面の交付の申請 

ア 建築物のエネル 

 ギー消費性能の向 

 上に関する法律第 

 ３４条第３項に規 

 定する他の建築物 

 について、当該建 

 築物が記載された 

 同条第１項に規定 

 する建築物エネル 

 ギー消費性能向上 

 計画が同法第３５ 

 条第１項の認定又 

 は同法第３６条第 

 １項の変更の認定 

 を受けたことを示 
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 示す書類が提出さ 

 れた場合 

 （ア）・（イ） 略 

イ・ウ 略 

(67)～(84) 略 略 

  備考 

   １～７ 略 
 

 す書類が提出され 

 た場合 

 （ア）・（イ） 略 

イ・ウ 略 

(67)～(84) 略 略 

  備考 

   １～７ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 
 

 


